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療を行 うデイケァ(重 度痴呆患者デイケア)も 平成10年 度現在全国で約70と数が少なく、デイケアの効
果の解明にっいては今後 に期待 されている。
本論文の目的は、デイケァにおける介護負担の構成要素を明らかにすること(目 的1)、 家族関係 との
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関連からデイケアにおける時系列的な介護負担の経過パターンを明 らかにすること(目 的2)、 デイケア
の治療経過に影響する要因を明 らかにすること(目 的3)、 デイケアの短期的効果を明 らかにすること
(目的4)、 デイケアの長期的効果を明 らかにすること(目 的5)、 デイケアの短期的効果 と長期的効果
の関連を明らかにすること(目 的6)の 六点である。これ らの目的を考察することで、痴呆高齢者の理
解の仕方、痴呆を改善 し、介護負担を軽減するためのデイケァや医療の効果 ・役割 ・方法、を明らかに
できると考えられる。
本論文の構成は、第1部 理論研究を第1章 の研究の背景 と第2章 の方法論に分け、第II部 実証研究を
第3章 の研究1(介 護負担の構成要素 についての実証的検討)、第4章 の研究2(重 度痴呆患者デイケア
による介護負担の経過パターンにっいての検討)、第5章 の研究3(重 度痴呆患者デイケァの効果にっい
ての実証的検討)、 第6章 の研究全体の総括に分けて記述 した。
第1部 第1章 では本研究の背景について記述 した。 まず、 これまでに行われている治療 とケアの実態





精神的 ・社会的な回復を図るリハビリテーシ ョン的アプローチが有効であると考えられる。またそれ ら
のアプローチが介護者のためにどの様に役立つかについても検討する必要があると思われる。痴呆 とい




視点から、住民側が在宅生活、個別性、公共負担を重視 しているのに対して、行政 ・医療 ・福祉側は施
設介護、制度の整備、当事者負担を重視 しているという目指す方向性の違いと、介護サービスの充実 と
費用負担のバランスについての検討不足、介護サービスの質 と量が必ず しも保証されていない現状を指
摘 した。また人的社会資源 という視点か ら、介護力不足、医療 と介護の役割が重複 して混乱 しているこ
と、痴呆に対応する医療機関の不足、痴呆専門病院への紹介が少ないこと、病気になったときに治療や
往診を受けられない可能性があること、痴呆に専門的に対応できる介護施設の不足、医療 と介護の連携
が不十分であること、入所サービスが生活障害を必ず しも改善 していないという問題点を挙げた。 しか
し介護サービスの利用がかえって介護負担を増加 させ る可能性があることと、介護サービスが適正に実
施 されるようなシステムが不十分であることも指摘 した。













肯定的な報告が多いが、精神的不健康 さの改善については否定的な報告 もあることを指摘 した。また痴
呆高齢者への長期的効果については、在宅生活の維持、継続 した医学的サポー ト、QOLの 改善 ・維持に
ついて肯定的な報告が多いことを指摘 した。介護者への長期的効果については、自助機能の維持、介護





か ら生じる介助行動の困難さ、家族関係や人間関係から生じる介助行動の困難さの三つを抽出 した。 し
か しLazarusandFolkman(1984)な どのス トレス理論では痴呆高齢者の介護負担を十分に説明でき
ないと考え、家族関係の在 り方が家族の心身の健康に影響するという家族システム論を採用 した。次に




対して互いに引き込まれ、必要以上に関与する)と 離散型家族関係パターン(互 いにほとん ど関わ りを




と長期的効果の関連を明 らかにすること)に ついて論 じた。 これらを検討することで、重度痴呆患者 と
介護者に対するデイケアの効果、痴呆高齢者の理解の仕方、痴呆を改善する方法などを明 らかにするこ
とができる。次に、研究を実施する期間、実施施設、対象者の特徴、デイケアプログラムについて述べ
た。期間は平成8年7月1日 から平成11年6月30日 までの3年 間実施 した。実施施設は宮城県仙台市に
ある無床の精神科診療所附属デイケアセンターで、通院定員17名 、研究実施期間中の平均通院者数は10
人から13人であった。対象者 はこの期間中にデイケア通院した患者の内、脳血管性痴呆(CVD)と アル
ツハイマー型痴呆(SDAT)の48名(男12・ 女36)で 、デイケア開始時点での平均年齢は77.99±7,23歳 、









切であると考えられた。研究1の 対象者は先 に述べた48名 の内、介護者から調査データが得 られた39名
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で、痴呆患者の平均年齢は77.70±7.53歳 、平均通院期間は15.72±Il.41ヶ 月、また介護者の平均年齢は
56.55±12.33歳 で、続柄は子 どもが17名 、配偶者が12名、嫁が9名 、孫嫁が1名 である。治療予後はデ
イケア継続17名 、終了15名、中断7名 であった。
次に実証的検討のために、主観的負担感の指標 として主訴を、客観的負担感の指標 として要望を取 り
上げた。調査方法は、調査票(留 置法)を 基 にして面接でその内容の確認を筆者が行った(半 構成的面
接法)。 調査票の内容は、病歴、生活歴、職歴、教育歴、家族構成、日常生活の様子、一日の生活時間の
区分、社会資源の利用状況、デイケアへの紹介者、趣味、近所付き合い、食事の好き嫌い、介護上困っ
ていること(主 訴)、デイケアへの要望(要 望)な どとなっている。そしてその結果から主訴、要望、痴
呆の重症度 と原因疾患の関連について検討を行った。主訴 と要望は内容の特徴か ら中核(精 神)症 状、
周辺(精 神)症 状、日常生活、家族及びケアの四群に分類できた。主訴は中核症状、周辺症状、 日常生







第II部 第4章 では、第3章 の研究1で 検討 された介護負担の構成要素の枠組みを使って、研究2に お
いて、重度痴呆患者デイケアを利用する痴呆高齢者の家族の介護負担が具体的にどのような経過をた ど











者は平成8年7月1日 から平成lI年6月30日 の間にデイケァ通院した48名 とその主介護者の内、長期経
過を観察するために24ヶ 月以上通院 した者10名 とその介護者10名 であった。また行為負担度、客観的負
担感、主観的負担感、密着型 と離散型の家族関係パターンを評定するための尺度を作成 した。評定は、
行為負担度評価表 と柄澤式の臨床判定基準を通院開始後1ヶ 月とその後6ヶ 月ごとに看護スタッフ2名
と筆者で三回実施 した。客観的負担感 と主観的負担感の評価は、行為負担度評価 と同じ評定時期に主介
護者か ら留置法 によって記入 してもらった。家族関係パ ターンの評定については通院開始後 とその後
1ヶ 月間の家族の様子を観察 して筆者が実施 した。その結果、家族関係パターンでは、8家 族が密着型
家族 と評定され、2家 族が離散型家族 と評定された。各四回の評定の平均値 を図と統計的検討で比較 し
たところ、統計的有意差はほとんど見 られないものの、痴呆の重症度にっいてはデイケア開始後6ヶ 月
でいったん改善傾向を示 し、その後デイケア開始後18ヶ 月まで病気 と障害の進行(悪 化)が 緩やかになっ
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てい く傾向を見出せた。行為負担度の改善については、デイゲア開始後12ヶ 月までは負担度がほぼ変わ
りな く経過 した後、やはり統計的有意差は明確には見られないもののデイケア開始後18ヶ 月で徐々に負
担度が増加するという負担度増加の漸減傾向が見 られた。客観的負担感の改善については、デイケア通
院後に負担感が増加 しても再び改善が見られるという改善の繰 り返 し傾向が見 られ、介護者の情緒的反
応 と悩み、不全感を反映する主観的負担感では、密着型家族についてはデイケアによる改善傾向は見 ら














者 と介護者に対す る持続的なケアの提供で介護者の能動的姿勢を緩和することの3特 徴が考えられた。
このことからデイケア利用による介護負担の軽減は、デイケアからの一方的な働 きかけによって成立す
るのではなく、介護者 との相互関係の中で図 られてい くものと考えられた。また介護負担の構造につい
て事例全体を通 して考察 して、その経過パターンの違いから心理的負担感 と行為負担度を区別すること
と、能動的姿勢が客観的負担感を増加させ、受動的姿勢が主観的負担感を増加 させ るという要素間の関
連については適切 と考えられた。またデイケアの効果は全体的には痴呆高齢者の在宅生活を維持する働
きがあるが、悪化 した家族関係を変化させることは困難で、介護負担を増加させ る能動的姿勢 と受動的
姿勢を弱めるためにはスタッフからの積極的で継続的な働 きかけが効果的であると考えられた。
第II部 第5章 では、研究3に おいて、研究目的4(デ イケアの短期的効果を明らかにすること)、研究
目的5(デ イケアの長期的効果を明らかにすること)、研究目的6(デ イケアの短期的効果 と長期的効果
の関連を明 らかにすること)に ついて、デイケア通院の予後を治療効果の一っと考えて実証的に検討 し
た。予後を取 り上げたのは、介護負担の軽減が必ずしも在宅生活の維持やデイケア通院の継続 につなが
らないという筆者の臨床上の体験からである。研究3の 対象者は研究2と 同じ平成8年7月1日 から平
成ll年6月30日 の間にデイケアに通院した48名(男12・ 女34)の 内、アルツハイマー型痴呆21名 と脳血
管性痴呆25名 の46名 である。治療予後はデイケア継続群19名 、終了群27名 で、終了群の内、老人デイケ
アへの変更が5名 、特別養護老人ホームへの入所が3名 、入院が6名 、家族介護への変更が7名 、通院
希望せずが1名 、衰弱による中断が2名 、デイサービスへの変更が2名 、他の重度痴呆患者デイケアへ
の変更が1名 、介護老人保健施設への変更が1名 であった。デイケァには、重度痴呆患者デイケアと老
人デイケアがあ り、さらに老人デイケアには医療機関で実施する老人デイケアと老人保健施設で実施す
る老人デイケアが区別 される。これ らの違いは、デイケアが医療職員を中心に症状の緩和や リハビリ
テーション、医学的管理を主に行 うのに対 して、デイサービスは介護職員が中心 になって日中の介護
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サービスを提供することが主な目的になる。 また重度痴呆患者デイケァが医療保険で賄われ、一人あた
りの施設面積が4㎡ 、スタッフが医師(兼 務)1人 、看護師1人 、作業療法士1人 、精神病院勤務経験
を有する看護師 ・精神科ソーシャルワーカー ・臨床心理技術者の内か ら1人 であるのに対 して、老人デ
イケアは介護保険で賄われ、一人あた りの面積が病院の場合には3㎡ 、スタッフが医師(兼 務)1人 、
看護師 ・作業療法士 ・理学療法士の内か ら1人 、老人保健:施設の場合には2疽 で、スタッフが医師(兼
務)1人 、通所者10人 に対して介護職員1人 、入通所者100人 に対 して作業療法士 または理学療法士1人 、
相談指導員1人 となってお り、デイサービスは介護保険で賄われ、施設面積が100～150㎡ 、スタッフが
寮母2人 、指導員1人 、運転手1人 、看護師1人 、調理員1人 となっている。
実証的検討のための予後の指標 としては、デイケア通院期間、終了 ・中断理由、デイケア終了者の家









設サービスを利用 しな くても家庭内で生活できるほどの状態に病気が回復 して、障害があっても自宅で
他の家族 と共に暮 らせ るようになることだ と考えられた。一時滞在効果を求める家族が介護行動に目を
向け、どちらか というと介護者自身のためにデイケアを利用するのに比較 して、 これらの家族は痴呆高
齢者 自身のためにデイケアを利用す る傾向があると考えられる。また施設待機短期効果は、入院あるい
は入所 となるまでの日々を大きな問題 もな く自宅で過ごせるような状態になることだ と考えられた。一
方、デイケアの長期利用効果 として、在宅維持効果、施設待機長期効果が見出された。在宅維持効果は、












生活の継続を終了させ る契機になることを考察 した。 しか しこのような状況の中で医療や介護保険サー
ビスを利用することは、痴呆高齢者のため というよりも介護サービスを消費するために行われやすいの
で、社会全体 として、医療、介護の質を求めていくのか、介護サービスの消費を拡大 していくのかを吟
味 してい く必要がある。また介護保険制度は費用負担増 という国民にとってのマイナス面 と介護に対す
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る意識づけという二っの意味を持つことにも注意する必要があるだろう。そして在宅の痴呆高齢者を支
えるためには、関係機関の連携 と役割分担が難 しく、家族に代わって関わるために心理的に巻き込 まれ
問題が生じやすいことを指摘 した。
最後に、本研究の成果を踏まえて、痴呆高齢者 と介護者に対する効果的な関与にっいて考察した。慢
性進行性で予後不良という特徴を持つ痴呆に対 して どう関われば良いだろうか。 この問題 に対しては、
心身両面から働 きかける必要がある。身体面か らは、歩行能力、坐位を含めての平衡機能の維持 ・改善
が重要である。 こうす ることで身体機能の低下を遅らせることができ、活動性を高めることができる。
またADL(日 常生活動作)の 自立度を維持 ・回復 し、意識の覚醒度を高めておくことが可能になる。心
理面からは、コミュニケーション能力と自立性、ユーモアを感じることのできる能力の維持 ・改善が重






要因があるために研究成果を証明することが難 しいが、今後 も一っ一つの事例 を大切にして研究を進め
ていきたいと考えている。本研究全体 としては、介護負担の構成要素を明 らかにでき、臨床事例か ら得
られた実証的効果 とデイケアによる経過を提示でき、効果的な関与を部分的にでも解明できたと考えて





論 文 審 査 結 果 の 要 旨
本論文の中核をなす参与観察研究のフィール ドは重度痴呆患者デイケア施設である。論者はデイケア
施設に臨床家 として勤務 しながら痴呆患者 とその家族のケアにあた り、3年 間にわたって継続的に資料
収集を行った48事例 について分析を試みた。本論文は、それ ら患者 と家族の3年 間にわたるデイケアの
経過分析を通 して、老年期重度痴呆患者 とその介護者に対す るデイケアの効果を、家族の特微、介護負
担の変化、患者の予後 という観点か ら臨床心理学的に検討 したものである。
本論文は全6章 から成 る。第1章 では、まず、痴呆の概念、症状、経過、リハ ビリテーションの特徴
などについて述べた。次に、痴呆患者の リハビリテーションに利用可能な我が国の社会資源 と医療 ・福
祉サービスを概観 し、その問題点を明らかにした。社会資源 としては、医療保険や介護保険などの公的
諸制度の仕組みを詳細に述べ、またこれら諸制度を念頭におきなが ら、痴呆患者 とその家族が利用でき
る医療 ・福祉施設を、運営形態、対象者、スタッフ、機能 ・サービス内容などの観点か ら体系的に分類
した。痴呆患者に対する医療 ・福祉サービス として、論者は、主 として医師による治療、看護師や介護
専門職によるケア(介 護)、理学療法士や作業療法士によるリハビリテーション、臨床心理士による心理












の精神科診療所附属デイケアセンター(通 院定員17名)で 行われ、対象者は脳血管性痴呆(CVD)と ア




第3章 では、介護負担の構成要素を探 る研究1に ついて述べた。論者は、介護負担を行為負担度 と心
理的負担度に分け、さらに後者を主観的負担度(負 の情緒や不全感)と 客観的負担度(生 活上の不便さ)
に分けた。そして患者の家族 を対象 とする質問紙尺度 と半構造化面接法を用いて、心理的負担度の測定
を試みた。主訴(介 護上困っていること)を 主観的負担度の指標、デイケァへの要望を客観的負担度の
指標 とみなしてその内容を分析 したところ、主訴は患者の中核症状、周辺症状、日常生活に関するもの
が多 く、また要望 は日常生活、家族及びケアに関するものが多かった。家族の対応や態度 と比較すると、
介護者の積極的姿勢が客観的負担感を増加させ、困惑などの受動的姿勢は逆に主観的負担感を増加させ
ることが見いだされた。
第4章 では、デイケァを利用する痴呆高齢者の症状 と家族介護負担の経過を探 る目的で実施 された研
究2に っいて述べた。対象者の うち24ヶ 月以上の長期通院をした10名 の患者 と家族にっいて、痴呆症




の改善は密着型家族 には見 られなかった ことな ど、家族パターンの影響もうかがわれた。








ては、患者の症状悪化に対処 して介護負担を軽減させ ることにより、患者の在宅生活を維持させ ること
であった。このように長期的にデイケァが機能するためには家族の適切な対処 も不可欠で、その意味で
一35一
病気の知識 と問題解決方法を介護者に提供 し、家族の不安を除去する心理的援助 もデイケアの重要な役
割であった。 こうしたデイケアの効果に関 してアルツハイマー型痴呆患者 と脳血管性痴呆患者の間に顕
著な違いは見 られなかった。










心理学的研究としてはやや体系的論述に欠けるが、社会制度を背景に、医療 と福祉 にまたがる今 日的課
題に実践的な立場から取 り組もうとした試みは評価されるものである。 また、その研究結果 として得 ら
れた患者 と家族に関する記述も資料的価値が高い。高齢化社会を迎え、今後ますます必要性が高まると
予想される高齢者痴呆のケアについて、家族の介護負担に焦点を当てて行われた本研究は、それ故、こ
の問題 に携わる医療 ・福祉分野の専門家に対 して有益な知見 と示唆を提供するものである。 よって、本
論文の提出者は、博士(文 学)の 学位を授与されるに十分な資格を有す るもの と認められる。
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